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学校における避難確保計画作成の徹底及び避難の実効性確保について 

 

令和３年５月 10 日に公布された「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律

（令和３年法律第 31 号）」において、水防法（昭和 24 年法律第 193 号）及び土砂災害警戒

区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 57 号。以下「土砂

災害防止法」という。）の一部を改正し、一定の要配慮者利用施設の所有者又は管理者（以

下「管理者等」という。）が作成した洪水時等における施設利用者の避難確保計画について、

当該計画の報告を受けた市町村が当該学校管理者等に対して、必要な助言又は勧告をするこ

とができる制度を創設したところです。また、これと同時期に、災害対策基本法（昭和 36 年
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法律第 223 号）についてもその一部を改正し、避難勧告と避難指示が避難指示へ一本化され

ました。また、令和３年６月８日付け３施参事第１０号「浸水想定区域・土砂災害警戒区域

に立地する学校に関する調査の結果及び水害・土砂災害対策の実施について（通知）」にお

いて、市町村地域防災計画に位置づけられた公立学校における避難確保計画の作成状況がと

りまとめ公表されたところです。 

つきましては、本件に関する留意点等を下記のとおり通知しますので、関係市町村に周知

の上、適切に対応していただくようお願いいたします。 
なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に規定する技

術的な助言であることを申し添えます。 
 

記 

１．避難確保計画の令和３年度内作成について 

水防法又は土砂災害防止法に基づき、市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設

については、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義務づけられており、国土交通省の

水防災意識社会再構築ビジョン緊急行動では、令和３年度末までにすべての要配慮者利用施

設で避難確保計画を作成することを目標としています。 
この目標達成に向け、施設管理者等に働きかけを行うなど、計画作成を促進していただい

ており、引き続き、今年度内の作成完了に向けて取組を推進していただくようお願いします。 
なお、学校の危機管理マニュアルにおいて、避難確保計画に記載すべき事項を定めていた

だくことで、避難確保計画の作成とみなすことができます。（令和３年６月８日付け３施参

事第 10 号「浸水想定区域・土砂災害警戒区域に立地する学校に関する調査の結果及び水害・

土砂災害対策の実施について（通知）」参照） 
 

２．水防法等の改正に伴う助言・勧告に関するチェックリストについて 

令和３年５月に水防法及び土砂災害防止法の一部が改正され、災害対策基本法第 42 条第

１項に規定する市町村地域防災計画にその名称等を定められた要配慮者利用施設の管理者

等が作成した洪水時等における施設利用者の避難確保計画について、当該計画の報告を受け

た市町村長が当該施設管理者等に対して、必要な助言又は勧告をすることができる制度が創

設されました。 
つきましては、令和３年６月９日付け事務連絡「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・

見直しガイドラインの活用について（依頼）」、及び別紙１の「学校の避難確保計画に関す

る地方公共団体の各部局の連携体制の構築」を市町村が施設に助言・勧告する場合の参考と

していただくよう管内市町村に周知願います。 
 
３．水防法等の改正に伴う避難訓練結果の報告について 

 令和３年５月に水防法及び土砂災害防止法が改正され、避難訓練を実施した場合には、施

設管理者から市町村長に対して、訓練結果を報告することが義務化されました。 
つきましては、避難訓練については、原則として年一回以上実施し、訓練実施後は概ね１
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ヶ月を目安に訓練結果を報告していただくこととし（訓練内容を分けて複数日で実施する場

合は最後にまとめて報告することができる）、報告にあたっては、別紙２の「訓練実施結果

報告書（様式例）」を参考にしていただく旨、管内市町村及び関係施設に周知願います。 
 
４．災害対策基本法改正に伴う避難情報について 

令和３年５月に災害対策基本法が改正され、避難勧告と避難指示が避難指示へ一本化され

ました。これに伴い、「避難確保計画作成の手引き（国土交通省：令和２年６月改定）」等の

ガイドブックに記載されている「警戒レベル３避難準備・高齢者等避難開始」は、「警戒レ

ベル３高齢者等避難」に読み替えていただき、「警戒レベル４避難勧告、避難指示（緊急）」

は、「警戒レベル４避難指示」に、「警戒レベル５災害発生情報」は、「警戒レベル５緊急安

全確保」に読み替えていただきますようお願いします。 
避難情報は命に関わる重要な情報であるため、別紙３の新たな避難情報に関する周知チラ

シを印刷し、貴都道府県の各施設や管内の市町村、学校等において、避難行動要支援者の目

に触れる場所に掲示するなど、周知に努めていただくようお願いします。 
 
 

連絡先 

国土交通省水管理・国土保全局河川環境課 

水防企画室津波水防係長 太田 

電話 03-5253-8111（内線 35457） 

国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防計画課 

地震・火山砂防室地震対策係長 今野 

電話 03-5253-8111（内線 36154） 

文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

安全教育推進室 防災教育係長 安田 

 電話 03-5253-4111（内線 2670） 
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教育委員会土木部局

地域防災計画に定められた学校

連携・協力
情報共有

学校の避難確保計画に関する
地方公共団体の各部局の連携体制の構築

防災部局

教育委員会の役割（例）
・学校の運営や設備等に関すること

防災部局の役割（例）
・避難情報や指定緊急避難場所等に関すること

避難確保計画の内容や避難訓練結
果を確認する。
必要に応じて助言・勧告を実施

避難確保計画の報告
避難訓練結果の報告

土木部局の役割（例）
・水災害リスク情報等に関すること

≪地方公共団体における留意点≫
1. 学校の避難に関する担当部局は、教育委員会、土木部局、防災部局にまたがるため、適切な役割分担のもとで連携

体制を構築する。
2. 学校の事務負担軽減や災害時対応の迅速性を確保するため、学校から相談等を受ける地方公共団体の窓口をできる

だけ一本化してワンストップにすることが望ましい。
3. 都道府県等が、該当学校の設置者である場合には、必要に応じて、市町村等は、該当学校の設置者に連携・協力を

お願いする。

市町村

（別紙１）
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訓練実施結果報告書（様式例） 

 

施 設 名  

実 施 日 時 年   月   日     時  分 から   時  分 まで 

実 施 場 所  

想 定 災 害 

（該当する□にチ
ェックをする。） 

□ 洪水   □土砂災害   □高潮   □津波   

□ その他の災害（        ） 

訓 練 種 類 ・ 内 容 

（該当する□にチ
ェックをする。） 

□ 図上訓練 □ 情報伝達訓練 

□ 避難経路の確認訓練 □ 立退き避難訓練 

□ 垂直避難訓練 □ 持ち出し品の確認訓練 

□ その他（                ） 

（訓練内容を適時自由記載） 

 

 

 

訓 練 参 加 者 

・ 参 加 人 数 

教職員（全員・一部）                名 

児童・生徒等（全員・一部）             名 

その他訓練参加者：保護者等             名 

地域住民等            名 

その他（       ）     名 

訓 練 実 施 責 任 者 職            氏名 

確 認 事 項 

□ 避難支援に要した人数 名 □ 避難に要した時間      時間   分 

□ 避難先や避難経路の安全性 

その他 

 

 

訓練によって確認

さ れ た 課 題 と 

そ の 改 善 方 法 等 

 

訓 練 記 録 作 成 者 職            氏名 

 

 

                      

（別紙２） 
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５

４

３
２
１ 早期注意情報

（気象庁）

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

高齢者等避難※３

避難指示※２

＜警戒レベル４までに必ず避難！＞

早期注意情報
（気象庁）

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

避難準備・
高齢者等避難開始

・避難指示（緊急）
・避難勧告

災害発生情報
（発生を確認したときに発令）

これまでの避難情報等

警戒レベル

緊急安全確保※１

新たな避難情報等

こ う れ い し ゃ と う ひ な ん

ひ な ん し じ

き ん き ゅ う あ ん ぜ ん か く ほ

災害の
おそれ高い
災害の
おそれ高い

災害発生
又は切迫
災害発生
又は切迫

災害の
おそれあり
災害の
おそれあり

気象状況悪化気象状況悪化

今後気象状況
悪化のおそれ
今後気象状況
悪化のおそれ

※１ 市町村が災害の状況を確実に把握できるものではない等の理由から、警戒レベル５は必ず発令される情報ではありません。
※２ 避難指示は、これまでの避難勧告のタイミングで発令されることになります。
※３ 警戒レベル３は、高齢者等以外の人も必要に応じ普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、危険を感じたら自主的に避難する
　　 タイミングです。

内閣府（防災担当）・消防庁

5 4 3警戒レベル５は、
すでに安全な避難ができず
命が危険な状況です。

警戒レベル５緊急安全確保の
発令を待ってはいけません！

避難勧告は廃止されます。
これからは、

警戒レベル４避難指示で
危険な場所から全員避難

しましょう。

避難に時間のかかる
高齢者や障害のある人は、
警戒レベル３高齢者等避難で
危険な場所から避難
しましょう。

令和３年５月２０日から

避難勧告は廃止です
ひ な ん か ん こ く

避難指示で必ず避難
ひ な ん し じ

警戒レベル

４

（別紙３）
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「避難」って
何すれば
いいの？

小中学校や公民館に行くことだけ
が避難ではありません。
「避難」とは「難」を「避」けること。
下の４つの行動があります。

ハザードマップで以下の
「３つの条件」を確認し
自宅にいても大丈夫かを
確認することが必要です。

安全なホテル・旅館
への立退き避難

行政が指定した避難場所
への立退き避難

安全な親戚・知人宅
への立退き避難

普段から
どう行動するか
決めておき
ましょう

ホテル ここなら安全！

※土砂災害の危険がある
　区域では立退き避難が
　原則です。

想定最大浸水深

※ハザードマップで安全か
　どうかを確認しましょう。

通常の宿泊料が必要
です。事前に予約・
確認しましょう。

旅館

公民館

小・中学校

自ら携行するもの
 ・マスク
 ・消毒液
 ・体温計
 ・スリッパ　等 ※ハザードマップで安全か

　どうかを確認しましょう。

普段から災害時に避難
することを相談して
おきましょう。 親戚・知人宅

屋内安全確保

水、食糧、薬等の確保が困難になる
ほか、電気、ガス、水道、トイレ等の
使用ができなくなるおそれがあります

※❶家屋倒壊等氾濫想定区域や❸水がひくまでの時間（浸水継続時間）はハザードマップに記載がない場合がありますので、お住いの
　市町村へお問い合わせください。

「３つの条件」が確認できれば浸水の危険があっても自宅に留まり安全を確保することも可能です
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